















































































































































































































































































































































































































































































































































































４ ハンス・ケルゼン著・清宮四郎訳『一般国家学』岩波書店 1975年 415‐417頁。








１２ 金子宏『租税法（第 14版）』弘文堂 2009年 620頁。
















判例百選（第 3版）』「ジュリスト（別冊）」120号 1992年 215頁。









％と改められた（同法 68条 1項。無申告・不納付に関するときは 35％）。30％への
引下げによって重加算税の性格そのものが変化したわけではむろんないが、実質的に
過重な制裁を避けようとする改正の方向を評価しなければならない」（租税判例百選
（第 2版）「ジュリスト（別冊）79号 1983年 231頁」）と称されている。
２９ 松尾浩也・前揚注２７ 215頁。
３０ 最高判昭和 45年 9月 11日・刑集 24巻 10号 1336‐1337頁。




３３ 佐藤英明『脱税と制裁』弘文堂 2002年 339頁。
３４ 前掲注３３ 339頁。






































４８ 平野龍一『刑法（総論Ⅰ）』有斐閣 1972年 43‐44頁。
４９ 平野龍一・前掲注４８ 44頁。
５０ 西田典之『刑法総論』弘文堂 2006年 31頁。





















６１ 内藤謙『刑法原論』岩波書 1997年 58頁。
－１１８－ 日本経大論集 第４１巻 第２号
